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1) 石原武政｢地域商業政策の系譜｣『商学論究』第58巻第２号､ 2011年１月､ 5589頁｡
2) この理解は､ 田島義博が久保村隆祐・田島義博・森宏 『流通政策』(中央経済社､ 1982
















流通政策はまだ登場して来る余地はなかった｡ その中で､ 1956 (昭和31) 年




方で､ 戦地や外地からの引き揚げ者､ 軍需工場などからの離職者､ 復員兵な
ど､ 労働力供給は激増していた｡ この労働力需給の不均衡すなわち供給過剰
は､ 都市部を中心に小売業への就労を促した3)｡ 他に就労の受け皿がない中
で､ 参入障壁が低く､ 誰でも何とかなる小売業に労働力が流れ込み､ ｢過剰
就業｣ が現実的な問題となった4) が､ それによって社会は何とか安定を維持
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3) 戦後の労働力調査が行われるのは1953 (昭和28) 年以降であり､ 終戦直後の就業状況
について､ 具体的な数値で確認することはできない｡ しかし､ ｢商業｣ という括りで
は､ 戦後､ 一部の都市について推計可能なデータがある｡『昭和23～26年商業統計表
付戦後百貨店販売統計』(復刻版､ (社)通産統計協会､ 1989年) 参照｡ このデータに















そうした観点から言えば､ 1964 (昭和39) 年に設置された産業構造審議会
流通部会に対して､ 通商産業大臣が行った ｢流通機構の近代化のために､ い
かなる対策が必要か｣ との諮問こそは､ 本格的な流通政策の幕開けであった
と言ってよい｡ 同部会は精力的な検討結果を ｢中間報告｣ という形で次々と
公表し､ 1968 (昭和43) 年には『流通近代化の課題と展望』と題する中間答





4) 風呂勉 ｢商業における過剰就業と雇用需要の特性｣ 『商大論集』通巻37・38・39号､
1960年参照｡
5) 保護主義的目的をもって導入された法律はそのまま保護主義的に運用されるとは限ら
ない｡ この２つの法律は､ 直後に始まる高度成長の中で､ 実際には保護主義的色彩を
弱めていった｡ この点は､ 石原武政 ｢復興期の保護政策｣ 同・加藤司編『日本の流通
政策』(中央経済社､ 2009年) を参照のこと｡














れ､ 合理化され､ システム化されなければならない｡ 流通近代化を求める声
は､ 当然のように流通システム化を志向することになる｡
この点を最初に鮮明に打ち出した『流通システム化について』(1969年)
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和49) 年の ｢百貨店統一伝票｣ であるが､ これは通産省が日本商工会議所に
委託したもので､ 仕入伝票､ 納品書､ 請求明細書､ 物品受領書など､ 各種帳
票類の大きさや様式の統一を図るものであった10)｡ 通産省はこの ｢百貨店統
一伝票｣ に引き続き､ 1975 (昭和50) 年には ｢チェーンストア統一伝票｣ を､




1980 (昭和50) 年に日本チェーンストア協会が会員企業との手順を ｢JCA手
順｣ として定めたのを受け､ 1982 (昭和57) 年には通産省が流通業界全体に
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10) 伝票の統一化には業界ではかなり根強い抵抗感があったという｡ 上で指摘した属人的





それは1978 (昭和53) 年に始まる共通商品コードと POSシステムの面で
も同様であった｡ 流通システム化の必要性を訴えた通産省は､ 1971 (昭和46)






1978 (昭和53) 年であり､ 先行していたヨーロッパの協会 EAN (European
Article Number) に加盟し､ 日本を表示する番号 ｢49｣ を取得した｡ これが












とのほうが深刻であった｡ POSは毎日､ 膨大なデータを蓄積する｡ それは
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11)『財団法人流通システム開発センター25年史』(流通システム開発センター､ 1997年)
参照｡ 同センターの立ち上げは通産省主導で行われたが､ 業界の関心は低く､ ニクソ
ン・ショックの影響もあったとはいえ､ 目標額の寄付金を集めるのに３年の歳月を要














マーキングと呼ばれた｡ こうした状況の中で､ 通産省は ｢流通近代化の決め
手は､ もはや POSを核とした流通システム化以外にはない｣ として､ 強力
に POSの導入を業界に働きかけたという12)｡
こうした消極的な動きが変化するのは､ 基本的には次の２つの理由によっ
ている｡ 第１に､ セブンイレブンが1982 (昭和57) 年に､ そしてイトーヨー
カ堂が1985 (昭和60) 年に全店に POSを導入し､ 商品取り扱いの条件とし
てソースマーキングが行われていることを求めた｡ 特に後者の場合は取扱品
目が多く､ これによって多様な商品へとひろがった｡ 第２は､ 流通システム
開発センターによるソフトメリットの見える化であった｡ すなわち､ 1985年
から全国の POS導入店のデータを収集・分析して他店舗と比較することの
できるサービスを開始した｡ さらに､ ユーザーが必要に応じて､ 商品情報を
引き出すことができるデータベースを準備するが､ 通産省はこれを ｢重要デー
タベース開発事業｣ に指定して支援した｡
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ずれは POSのソフトメリットも理解されたであろう｡ しかし､ 現実にはそ















ていく｡ その姿は流通政策が最も輝いた状況を映し出す｡ しかし､ 考えてみ
れば､ それがなぜ流通政策の大きな目標となったのだろうか｡ その理由の一
端についてはすでに簡単に触れたが､ ではなぜ､ それ以降､ 流通政策はこの
面での輝きを失うことになるのだろうか｡
1960年代､ 流通がまだ ｢人海戦術｣ によって営まれていた状態では､ 確か
に流通は不透明な謎の多い世界であった｡ P. F. ドラッカーが ｢経済の暗黒
大陸 流通｣ 題する論文を発表したのは1962 (昭和37) 年のことであった｡
彼はその中で次のように述べた｡ ｢今日われわれは､ ナポレオンと同時代の
人々がアフリカ大陸の内部について知っていた程度しか､ 流通機構について
知らない｡ 流通機構が存在すること､ そして､ それが巨大なものであること
は知っている｡ だが､ それだけである13)｡｣
流通の先進国アメリカにしてそうであった｡ ましてや､ 日本においてはは
るかそれ以前ともいえる状態であった｡ 実際､ 日本では ｢流通は経済の暗黒
大陸｣ というフレーズは長く用いられることとなった｡ 折から､ 高度成長が
本格的に軌道に乗ると同時に物価騰貴が深刻化するが､ その重要な原因の１
つとして流通の非合理性が指摘された｡ いわゆる ｢生産性較差インフレ｣ 論
である14)｡ その当否はともかく､ 物価が高騰する中で､ 現に新興のスーパー
は ｢値上げ阻止｣ ｢価格破壊｣ を掲げて低価格販売を実践した15)｡ スーパー
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13) P. F. ドラッカー ｢経済の暗黒大陸 流通｣ (田島義博訳､ 小林薫訳編『経営の新次
元 現実を見つめて明日を考えよう 』ダイヤモンド社､ 1964年､ 130131頁｡









































さらには､ 1968 (昭和43) 年に都市計画法が制定されるが､ この時点で建設
省は商業立地をも枠組みの中に取り込もうとしたとされるが､ 新興のスーパー
などの成長を抑制すべきではないと判断する通産省の意向で実現できなかっ





あった｡ しかし､ スーパーの成長に刺激されるように､ 1970年代には新たな
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小売業経営の考え方や具体的な方法は､ 商業界セミナーなど民間のセミナーや経営者
の交流を通してひろがった｡ この点については､ 矢作敏行『小売りイノベーションの
源泉 経営交流と流通の近代化 』日本経済新聞社､ 1997年を参照のこと｡
17) 中内潤・御厨貴編『生涯を流通革命に捧げた男 中内功』千倉書房､ 2009年､ 269
270頁｡
18) 通商産業省企業局編『流通革新下の小売商業 百貨店法改正の方向 』大蔵省印刷局､
1972年､ ３頁｡
19) 箕原敬『街は､ 要る 中心市街地活性化とは何か 』学芸出版社､ 2000年､ 3435頁：
松島茂 ｢中小小売商業政策・中心市街地政策をどう読むか｣ 日本建築学会編『中心市
街地活性化とまちづくり会社』丸善､ 2005年､ 39頁｡
20) もちろん､ 百貨店法は存在したし､ すべてのスーパーが疑似百貨店として出店したわ



















夫であることが多い｡ そのため､ それを変更しようとすれば､ それがたとえ
長期的には効率化を約束するものではあっても､ 当面の取引において取引相
手に負荷をかけることになるため､ 必ずといってよいほど抵抗に遭遇する｡
この ｢競争的見合い｣ を乗り越えるためには､ 制度改革がもたらす長期的
メリットを業界内で共有するとともに､ 業界を挙げてその方向に取り組むこ
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23) 2011年５月19日､ 第１回 ｢製・配・販連携フォーラム｣ が開催され､ メーカー12社､
卸８社､ 小売20社が ｢製・販・配連携協議会｣ に参加した｡ この席で､ ｢流通 BMS
導入宣言｣ が行われたが､ この時点で､ メーカー12社､ 卸売業者10社､ 小売業者28社
の計50社がこれに賛同した｡ なお､ BMS は Business Message Standards の略称で､
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様である｡
